
【提 出 期 限 】 令和８年２月1３日（金）まで

※郵送の場合は期限日の消印有効

【提 出 方 法 】 持参又は郵送

※静岡県内の高等学校等に在学している場合は

各学校の指示する期限内に各学校宛てに提出して

ください。

令和７年度

静岡県私立高等学校等奨学給付金(家計急変)

申請のご案内
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(又は学び直し支援の対象の方)

項目 支給対象要件

１

２

３

対
象
外

家計急変とは

支給要件
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世帯構成人数(扶養人数) 年間収入見込額

控除対象配偶者でない保護者等(扶養人数０人) 100万円未満

２人世帯(扶養人数１人) 204万円未満

３人世帯(扶養人数２人) 222万円未満

４人世帯(扶養人数３人) 272万円未満

５人世帯(扶養人数４人) 322万円未満

申請から支給までの流れ

７月 10月 ２月

県外校の申請者の場合、

審査完了後、順次支給開始

(11月～1月頃を目安)

県内校の場合は全て

の審査完了後、給付

金を一括して支給

県内校は、１次チェックで

要件に合致する場合、徴収

猶予

住民税非課税世帯相当の所得水準

※年間収入見込額：直近３か月分の平均収入月額×12 か月

(例えば７月に申請する場合であれば４、５、６月)の平均収入月額を用いる。

申請者・学校(随時申請)

①申請書の提出

(申請者→学校/県)

②県内校１次チェック

③徴収猶予の決定

④県への提出

⑤審査/支給・不支給の決定

(県→学校/申請者)

⑥給付金の支給

(県→県外校申請者)

※目安：10月まで受付分

⑦給付金の支給

（県→学校/県外校

申請者)

⑧相殺後、残金ある

場合は還付(学校→

申請者)

県 申請者・学校



- 3 -

世帯の区分

高等学校等の種類及び課程等

通信制及び高等課

程等専攻科以外
通信制

高等学校等

専攻科

非課税 152,000円 52,100円 52,100円

【専攻科のみ】

道府県民税及び市町村民税の所得割

額の合計額が 105,500 円未満

― ― 10,420円

【専攻科のみ】

扶養する子が３人以上おり、道府県民

税所得割及び市町村民税所得割の合

計額が 264,500 円未満

― ― 10,420円

申請時期 支 援 額

令和７年７月末日まで

に申請した場合
１で定める世帯の区分の年額単価

令和７年８月以降に申

請した場合

１で定める各区分の年額単価に家計急変の支援対象月数

(申請のあった月の翌月以降の月数)に応じて算定した額
※端数が生じた場合は、百円未満は切捨てとする。

〔例〕９月10日申請で非課税世帯の単価を適用する場合

152,000円 × 6月 ÷ 12月 ＝ 76,000円

給付金の支給額（年額）
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家計急変事由 確認書類

負傷、疾病による離職

又は休職等

医師による診断書又は、意見書等(※)及び以下の①又は②
※診断書等：家計急変事由発生後、90日以上就労が困難な旨の記
載が必要

① 雇用保険被保険者離職票（第１及び２）の写し、退職証明書等の
離職があったことを証明する書類
② 休職証明、休職辞令等の休職等していることを証明する書類

自己の責めに帰するこ
とのできない解雇等によ
る失業

雇用保険受給資格者証（第１面、第３面、第４面）

離職日の記載があり、かつ、離職理由コードが下記のものに限る。
「11(1Ａ)」、「12(1Ｂ)」、「21(2Ａ)」、「22(2Ｂ)」、「23(2Ｃ)」、「31(3Ａ)」、「32(3Ｂ)」、
「33(3Ｃ)」、「34(3Ｄ)」
※雇用保険受給資格者証が発行できない特段の事情がある場合
は、雇用保険被保険者離職票(離職日及び離職理由コードの記載が
あること。 )及び雇用保険受給資格者証を提出できない理由を記載し
た事情書

負傷、疾病による事業
廃止又は休業等

医師による診断書又は、意見書等(※)及び以下の①又は②
※診断書等：家計急変事由発生後、90日以上就労が困難な旨の記
載が必要

① 個人事業の開業・廃業等届出書等の事業廃止に関する証明書
② 第三者が休業中であることを証明する証明書

破産等

以下の①又は②のいずれかの書類

① 受理票、受理証明書等、破産手続を行う中で、裁判所から発行さ
れた破産手続開始の申立を行っている状態であることを証明する書
類
② 受理票、受理証明書等、特別清算開始を行う中で、裁判所から発
行された特別清算開始の申立てを行っている状態であることを証明
する書類

その他

（上記に該当しない事由）

家計急変したことが分かる証明書類(申請前に学校又は県へ御連絡
ください。)

家計急変事由及び確認書類について
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お問い合わせ先

※電話お問合せ受付時間：平日の午前９時30分～12時、午後１時～５時まで

住 所 〒420-8601 静岡県静岡市葵区追手町９－６ 西館３階
電話番号 054-221-2009 又は 054-221-2065
M a i l

https://www.pref.shizuoka.jp/kodomokyoiku/school/1002738/1054891.html

その他

私学振興課連絡先

提出書類及び注意点



【年間収入見込額の算出方法例】

申請月を除く申請直近３か月分の給与明細等から月額平均給与額を算出し、

年間収入額を見込んでください。(※給与明細書(写)は、Ａ４用紙の台紙に貼付して提出してください。)

また、勤務先から給与支払見込証明書（年間給与の見込額がわかるもの）について発行を依頼してください。

申請月を除く申請直近３か月の収入

４
月
分

① 327,530 円

５
月
分

② 286,350 円

６
月
分

③ 166,130 円

４月～６月(３か月)合計収入額

①＋②＋③＝④ 780,010 円

【年間収入見込額】

④×12 月÷３月

＝⑤ 3,120,040 円

【判定】

⑤ ＜ 基準 322 万円

世帯構成人数５人（扶養人数４人）の場合、支援対象となります。

令和７年５月

※売上台帳の該当箇所(写)は、Ａ４用紙の台紙に貼付して提出してください。

① 534,670円

③ 223,908 円

※仕入帳の該当箇所(写)は、Ａ４用紙の台紙に貼付して提出してください。

令和７年６月

令和７年４月

令和７年６月

令和７年５月

令和７年４月

③ 12,000 円

② 25,000 円

① 42,000 円

・ 人件費

・ 地代家賃

・ 水道光熱費 等
・申請月を除く申請直近３か月分の売上台帳及

び仕入帳等から、公認会計士、税理士等による

収入証明書を作成してもらってください。

・ただし、公認会計士、税理士等による収入証明

書の提出ができない場合は、売上台帳、仕入帳

又は総勘定元帳の売上高及び仕入原価等の該

当箇所が分かるものの写し(該当箇所をマーカ

ーで明示)でも可能とします。

② 245,432 円

※通勤費等の非課税手当は、算入しない。

③ 166,130 円

① 327,530 円

② 286,350 円

令和７年７月 20 日

令和７年収入証明書

(R7.４月～６月)




